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講演 ・ 会 議 等 (P1<^) 

P1 「 拠 点 開 設 サ ボート オ フィ ス 」 の 新 オ フィ ス (日 本 橋 喝 町 ) の 開所 に つい て 

P2 和田 大 臣 政務 官 、BS テ レビ 東京 「 マ ネー の まな び 」 に 出演 

P3 公務 員 と 金融 機関 等 の 交流 ・ 対 話 の 場 「 ち いき ん 会 -Tottori-] を オン ライ ン 
開催 

P4 副業 ・ 兼 業 の 普及 ・ 推 進 に 礎 せ て < 赤 澤 副 大 臣 メ ッ セ ー ジ < 








政策 解説 コー ナー  (P5^) 
P5 金融 審議 会 市 場 制度 ワー キン グ ・ グ ルー プ 「 最 良 執行 の あり 方 等 に 関す る 
タス ク フ ォ ー ス 」 報告 書 の 公表 に つい て 
企画 市 場 局 市 場 課 市 場 業 務 監 理 官 繁 本 賢也 
P7 「 令 和 2 年 金融 商品 販売 法 等 改正 に 係る 政令 ・ 内 閣府 令 案 等 」 に 関す る パブ リッ 
クコ メン ト の 結果 等 に つい て 
企画 市 場 局 総務 課 決済 ・ 金 融 サ ービス 仲介 法制 室 課長 補佐 林崎 由 莉 子 
課長 補佐 宗 川 帆 南 
お 知ら せ (P9^) 


P9 犯罪 収益 移転 防止 法 に お ける オン ライ ン で 完結 可能 な 本 人 確認 方 法 に 関す る 
金融 機関 向け Q & A の 公表 に つい て 


P10 グロ ー バ ル 金 融 連携 セン ター (GLOPAC) に つい て 
先月 の 金融 庁 の 主 な 取組 み (P11) 











ご オン ライ ン 版 は に ちら か ら if, 


https://www.fsa.qo.jp/access/index.html 








金融 庁 





| 拠点 開設 サポ ー ト オフ ィ ス | の 新 オ フィ ス 


日 本 橋 児 町) の 開所 に つい て 

















現在 オー ル ジ ャ パ ン で 取り 組ん で いる 国際 金融 セン ター の 実現 に 向け た 諸 施 策 の 一 つと し て 、 本 
年 1 月 に 金融 庁 ・ 財 務 局 合同 で 「 拠 点 開設 サポ ー ト オフ ィ ス | を 開設 し まし た 。 そ の オフ ィ ス を 、6 
月 11 日 に 日 本 橋 喝 町 に 移設 し 開所 式 を 実施 し まし た の で 、 ご 紹介 させ て いた だ きま す ※1。 


[拠点 開設 サポ ー ト オフ ィ ス | で は 、 日 本 市 
場 へ の 参入 促進 の た め 、 新 規 の 海外 資産 運用 会 
社 等 の 登録 に 関す る 事前 相談 か ら 登 録 後 の 監督 
KS UP シシ 2 ク 人 0 の Ui) 
ます 。 本 年 1 月 より 英語 に よる 登録 申請 の 受付 
を 開始 し た と ころ 、 数 多く の 照会 が あり 、 こ れ 
まで に 英国 及び 米国 の 資産 運用 会 社 2 社 の 、 英 
語 に よる 登録 手続 が 完了 し て いま す ※<。 


この よう な 流れ を 更に 加速 さす せ する た め に は 、 
金融 事業 者 に と っ て 相談 等 が より 行い や すい 環 
境 を 整備 する こと が 重要 で す 。 金融 庁 が これ ま 
で の よう な 待ち の 姿勢 で は な く 、 自 ら 金融 事業 
者 に と っ て より 利便 性 の 高い 場所 に オフ ィ ス を 写真 : 開所 式 に お いて 看板 の 除幕 を 行っ た 
設け る こと で 、 物 理 的 か つ 心 理 的 な が ハー ドル を | 麻生 大 臣 ( 左 ) と 赤澤 副 大 臣 ( 石 ) | 
下げ 、 よ り 円 滑 な 参入 手続 に つなが る こと を 期 
(UN tp 




















































































































開所 に 際 し て は 、 麻 生 大 臣 及 び 赤 澤 副 大 臣 の 出席 の も と 、 新 型 コ ロナ 対策 を 講じ な が ら 、 新 オフ ィ 
ス で 開所 式 を 行い まし た 。 開所 式 で は 、 麻 生 大 臣 よ り 、 拠 点 開 設 サ ポー ト オ フ ィ ス に 関わ る 金融 庁 及 
び 財 務 局 の 職員 に 対し 、「 日 本 に 参入 する 最初 の 壁 は 語学 で あり 、 オ フィ ス の 設置 で 壁 が 低く な る 」 、 
「 海 外資 金 の 呼び 込み は 国内 金融 業 の 活性 化 に 繋が る の で 是非 頑張 っ て 欲し い 」 、 と いっ た 激励 の 言 
葉 が あり まし た 。 国際 金融 セン ター の 実現 に 向け た 取組 み の 重 要 な 担い 手 と し て 、 そ の 使命 や 責任 を 
それ ぞ れ が 再 確認 し 、 決 意 を 新た に し た 瞬間 で し た 。 その後 、 報 道 関係 者 の 立ち 会 い の も と 、 拠 点 開 
設 サ ポー ト オ フ ィ ス の 看板 が 、 麻 生 大 臣 及び 赤澤 副 大 臣 に より 披露 され 、 麻 生 大 臣 及び 赤澤 副 大 臣 を 
含む 関係 者 に 新 オ フィ ス の 執務 室 等 が 紹介 され まし た 。 


新 オ フィ ス で は 、 様 々 な 人 数 に 対応 で きる 会 議 室 を 用 意 し て お り 、 オ ン ラ イン で の ビデ オ 会 議 に も 
対応 し て いま す 。 金融 事業 者 や 自主 規制 機関 を 含め た 関係 機関 と 、 よ り 密 接 な コミ ュ ニ ケー ショ ン や 
連携 等 を 行い 、 金 融 行政 の 英語 化 及 び ワ ンス トッ プ 化 を 含む 各種 施策 を 進め て 行き た いと 考え て いま 
Re 










































































※1 新 オ フィ ス の 住所 等 は https://www.fsa.go.jp/policy/marketentry/index 5.html を 参照 。 
※2 拠点 開設 サポ ー ト オフ ィ ス を 含む 国際 金融 セン ター に 関す る 取組 み に つ いて は 、 
https://www_.fsa.go.jp/policy/financialcenter/index.html を 参照 。 




















和田 大 臣 政 務 官 、 


BS テレ ビ 東 京 | マネ ー の まな び | に 出演 





本 年 5 月 27 日 ( 木 ) 午後 10 時 か ら 放 送 さ れ た 
BS テレ ビ ピ 東 京 「 日 経 ス ペ シ ャ ル マネー の まな 
び 」 に 和田 大 臣 政 務 官 が 出演 し 、 メ イン キャ ス 
2 二 の 仁 尾 還 人 山国 KG また 不全 で 
(語る の 全 里 四 つ い で お 人 屋 え UP ま の 









金融 岳 担当 に 聞く ! | 


(中 潜 可 情 肘 ) 西 層 中田 千 吾 二 較 


。 品 謀 田 当 


村尾 キャ スタ ー ( 左 ) と 
和田 大 臣 政 務 官 ( 右 ) の 対談 の 様子 





(村尾 キャ スタ ー) 

国民 一 人 一 人 の みな さん の 資産 形成 に つい て 、 
ODM おおわ 考 2 6 休 選 を 人 さ lo で  」 
の 4 

(和田 大 臣 政務 官 ) 

政府 の 最大 の ミッ ショ ン と いう の は 、 い か ! 
民 の みな さん が 幸福 に な る か 、 豊 か に な る か ( 
きき 2 の 06 いま の 

日 本 の 金融 リテラ シー は 、 欧 米 に 比べ る と 若干 
2000006 の 00000 0 人 二 りん ル 自分 UID 
直 持 っ て いま す 。 ま た 、 日 本 の 一 般 の 家計 の 現 預 
金 と いう の は 、 去 年 の 9 月 時 点 で 1,.000 兆 円 以上 
あっ て 国家 予算 の 10 倍 くら いあ る わけ で す 。 これ 
を 、 全 部 現 預 金 で 持っ て お か な いと いけ な いで す 
が と 慰 る で て いす T。 
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(村尾 キャ スタ ー) 

私 を 含め て 日 本 人 は 、 ま ず は 元 本 保証 が 大 切 で 、 
な か な か 株 や 投資 信託 に 手 を 出す の を た め ら っ て 
し まう 、 と いう 方 も 多い と 思う の で す が 、 金融 店 
と し て 積極 的 に 国民 の 皆さん に どう いう 形 で 訴え 
2 が 7 で いく めで し ょ すう が 。 

(和田 大 臣 政務 官 ) 
個々 人 の 方 の ライ フス タイ ル や 考え 方 は 、 多 種 
多様 で ある と 思い ます 。 また 、 人 生 100 年 時 代 と 
いう こと で 、 個 々 人 の ニー ズ に 合っ た 資産 運用 を 
















































































※1 高校 生 向け 授業 動画 








SHO SI と 2S た 2 UN つつ 0 ツル | ョ O 

過剰 な リス ク を 取る と 財産 を 失う こと に な り ま 
す が 、 つ みた て NISA は 長期 ・ 積 立 ・ 分 散 投資 と い 
うこ と で 、 必 ず し も 元 本 が 保証 され な い 部 分 も あ 
る の で す が 、 少 し ずつ 着 実に 資産 を 増やし て いく 
と いう 最初 の 1 歩 と し て 、 ご 活用 いた だ きた いと 
軸 る で めい 斉 。 



































(村尾 キャ スタ ー) 

リス クマ ネー に も 国民 の 皆さん の お 金 が 流れ て 
人 こと に な る と 思い きす 9 の か 金融 教育 罰 関 也 仙 
5 人 2 人 UNI2024 GTNSO OSIIG UNO の NG) 
了 2 

(和田 大 臣 政務 官 ) 

学校 現場 に 講師 を 派遣 し た り 、 金 融 庁 の 公式 
YouTube チ ャ ン ネ ル で 高校 生 向け や 社会 人 向け の 
わか りや すい 動画 ※1 を 配信 し た り し て いま す 。 
0 ENG の UMEIGSIIGINNIINE 信 きか 
で や っ で いる うん こ ド リル ラ で のり まま 光 
あれ の 小学 生 向け に 「 う ん こ お 金 ドリ ル 」 ※2 と い 
う の を 作成 し て いて 、 金 融 庁 の ウェ ブサ イト か ら 
で Ro 













































































SLN、 





(村尾 キャ スタ ー) 

一 方 で 、 新 聞 や テレ ビ の ニュ ー ス で 金融 犯罪 
計上 ISIGO0 二 Ga 画 | 
か ら も 金融 教育 が 必要 だ と 思い ます 。 金融 犯罪 が 
少な く な い 昨 今 、 ど の よう な スタ ンス で 金融 店 は 
昌 あ 2 と 考え て で いら っ | で いま の / 
(和田 大 臣 政務 官 ) 

金融 に 関す る 犯罪 と いう の は 年 々 巧妙 化し て い 
る る どこ る めす じじ 。 四 還 回 
引 242 ま す の で な か な か 相 提 に くい と し うと 
ころ も 正直 ある と 思い ます 。 た だ 、 最 新 の 情報 を 
関係 省庁 と も 連携 し な が ら 、 金 融 庁 と し て いろ い 
ろ な 形 で 情報 発信 し て 、 国 民 の 皆様 の 大 事 な 財 産 
を 金融 業界 と し て 扱っ て いる 、 そ し て 預かっ て い 
SS 主 IDGU 2 5 GU si / 
2 ヨル UCSUNG 思い まり 
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(村尾 キャ スタ ー) 
あか が つこ さも りり まり | 7 。 


・ 教 員 向け 解説 動画 : https://www.fsa.go.jp/ordinary/douga.html 





※2 本 年 3 月 18 目 公表 、 





トド 記入 山 誠司 デジ 1 うん 選 瑞 代り | の め 余 表 旧 つい で : 


https://www_.fsa.go.jp/news/r2/sonota/20210318/20210318.html 





公務 員 と 金融 機関 等 の 交流 


| ちい きん 会 -Tottori- 


・ 対 話 の 場 
を オン ライ ン 開 催 



































本 年 6 月 11 日 ( 金 ) 、 鳥 取 県 の 経済 活性 化 を 目 
指す 、 県 内 の 自治 体 や 金融 機関 等 の 有志 職員 が 
「 ち いき ん 会 -Tottori-]」 を オン ライ ン で 初 開催 し 、 
約 150 名 の 参加 を 得 ま し た 。 


本 会 で は 、 人 口 最少 県 の 鳥取 県 に お いて 、 県 内 
外 の 個人 が 有する スキ ル を 共有 し 、 事 業者 が 抱え 
る 経営 課題 の 解決 を 目指 す 取組 み を 広げ て いく た 
め 、 有 識者 を 招き 、 パ ネル ディ スカ ッ シ ョ ン や グ 
ルー プ デ ィ ス カッ ショ ン を 通じ て 、 副 業 人 材 活用 
の 状況 や 方 法 に つい て 理解 を 深め まし た 。 

本 会 を 立ち 上 げた 有志 職員 は 、 こ れ ま で 「 ち い 










































































































































































れ た 人 材 が その まま その 地域 で 副業 で 事業 者 支援 
に 取り 組ん だ 事例 な ど 、 全 国 に お ける 副業 人 材 を 
活用 し た 取組 み を 紹介 し まし た 。 

次 に 、 人 材 活用 に 向け た パネ ルディ スカ ッ シ ョ 
ン で は 、 人 材 活用 政策 を 推進 する 鳥取 県 、 副 業 人 
材 コ ミュ ニテ ィ を 運営 する 人 材 提供 事業 者 、 企 業 
と 人 材 と を つなぐ 中 間 支 援 機関 、 人 材 を 受け 入れ 
た こと の ある 事業 者 及び 副業 の 経験 者 が 、 そ れ ぞ 
れ の 立場 で の 取組 みや 考え な ど を 説明 し まし た 。 

その 後 行わ れ た グル ー プ セッ ショ ン で は 、 国 や 
県 の 政策 を 踏ま ほえ 、 地 域 で の 人 材 活用 に 向け た 役 


























































































































きん 会 | に 参加 され 、 繋 が っ て いた 方 々 だ っ た 統 
か ら 、 地 域 課題 解決 支援 チー ム も 事務 局 の 一 員 と 
し て 運営 等 を 手伝い まし た 。 
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| 写真 : 参加 者 に 対し 挨拶 を する 赤澤 副 大 臣 | 


オー プ ニ ン グ で は 、 赤澤 亮 正 内 閣府 副 大 臣 ( 金 
中 担当 ) か ら 、 鳥取 県 で 地方 創 生 に 取り 組む 意義 
鳥取 県 内 に お ける 副業 人 材 の 活 
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を 指摘 し た 上 で 、 
用 に 向け て 公務 員 と 金融 機関 が 一 体 と な っ て 取り 
人 09 の クリ 川 当 aRZ IP 


本 会 で は 、 ま ず 、 社 内 制度 を 利用 し て まち づく 












































割 分 担 や 連携 の 在り 方 、 金 融 機関 邊 ら も 副業 人 材 
と し て 地域 に 貢献 する 必要 性 等 に つい て 、 参 加 者 
2 語 二 GE 必 9 


今回 「 ち いき ん 会 -Tottori-」 を 開催 し た 鳥取 県 
の 有志 は 、 さ ら に 参加 者 同士 の 交流 を 深め 、 地 域 
の 関係 者 が 対話 を 重ね る 「 鳥 取 ダ イア ログ 」 を 定 
期 的 に 開催 し 、 地 域 特性 や 自治 体 の 政策 を 踏ま え 
て 人 材 活 用 に 関す る ノウ ハウ を 共有 し な が ら 、 具 
本 的 な 解決 策 に 向け て 議論 し て いく こと を 目指 し 
で RT 


地域 課題 解決 支援 チー ム に お いて も 、 こ うし た 地 
域 に お ける 動き を 後押し すべ く 、 これから も 地域 
の 関係 者 を つなげ 、 関 係 者 間 の 議論 の 場 作 り を 支 
援 す る こと を 通じ て 、 地 域 の 課題 解決 を 目指 す 

ネッ トワ ー ク 構築 、 ひ いて は 地域 経済 エコ シン ステ 
ム の 形成 を 後押し し て いき ます 。 


A 3 
= か Ng 3 





















































































































































り 会 社 の 経営 者 を 兼業 し て いる 金融 機関 職員 か ら 、 時 8 


























当該 社内 制度 の 狙い と 、 兼 業 で の 経験 が 本 業 に お 


いて どの よう に 活き た か 等 の 体験 談 を 話し まし た 。 


また 、 大 津 俊哉 九州 財務 局長 か ら は 、『「 人 」 
が 鍵 の 地方 創 生 』 と 題し 、 自 治 体 と 金融 機関 が 連 
携 し た 副業 人 材 活用 事業 や 、 ワ ー ケ ーション に 訪 






























































※1 金融 庁 職 員 も 現場 で 一 緒 に 考え ます 「 地 域 課 題 解決 支援 チー ム 」 : 
https://www_.fsa.go.jp/policy/chiikikadaikaiketsushien-team/chiiki-kadai-top.html 























※2 地域 活性 学会 : https://www.chiiki-kassei.com/ 











※3 |「 ち いき ん 会 -Tottori-」 の 詳細 は 以下 の リン ク か ら ご 覧 くだ さい 。 














https://www.chihousousei-hiroba.jp/bbs/detail.php2?ymd=20210525&cd=2 





< 副業 ・ 兼 業 の 普及 ・ 推 進 に せ て 赤水 抽 大 臣 メ ッ セ ー ジ ーー 


本 年 6 月 11 日 ( 金 ) に 開催 され た 「 ち いき ん 会 - 
Tottori-」 に 参加 し まし た 。 そ の 場 で 非常 に 印象 的 


だ っ た こと で す が 、 参 加 者 か ら 「 副 業 を 行い た く 

も 金融 機関 内 部 の 規程 に に り で き な い 事例 が い 
まだ に ある 。 副業 を 通じ て 様々 な 方 と ネッ トワ ー 
ク を 構築 し 、 経 験 も 積ん で 、 本 業 支援 に も 活か し 
で い 訂 る まう ほす ずる ペ き で は 凌い の 9| と いう 
2 20 



































呈 業 ・ 兼 業 は 、 既 に 組織 制度 と し て 導入 し て い 
る 金融 機関 も あり 、 人 材 育 成 、 地 域 貢 献 や 地域 活 
性 化 な どの た め に 有益 な 面 が ある と 考え ます 。 こ 
れ も 時 代 の 流れ だ と 私 は 思い ます 。 昔 の よう に 人 














口 が 増加 し 、 労 働 人 口 が 十分 に 存在 し て いた 頃 は 、 





入社 し た ら 、 そ の 企業 に 忠誠 を 誓い 、 一 生 を 終え 
る と いう こと が 当たり 前 、 い わ ば 日 本 社会 の 美徳 
で し た 。 そ れ は 、 あ る 種 の 失業 対策 で あり 、 一 人 
が 複数 の 働き 口 を 持た な いよ うに し 、 失 業者 を で 
きる だ け 生 まな いよ うに し て きた 政治 や 社会 の 知 
MG Nd 





と ころ が 、 明 治 初期 以降 に 特に 急速 に 増加 し て 
きた 人 口 が 、 約 10 年 前 に 減少 に 転じ 、 日 本 は 、 今 
や 、 人 口 急 減少 時 代 に 突入 し て いま す 。 こ うな る 

昔 の 慣行 か ら 一 転 し 、 超 高齢 化 と も 相まって 、 
人 手 不 足 の 世の中 と な り 、 総 力 の 限り を 尽く し 、 
社会 0 2 
延長 な ど に より 、 ご 高齢 で あっ て も 健康 な 方 に 
LL 
の の の 
才 が 本 大 の た だ ため に も る と いう 下 有 ビデ テ ンス も 測 で 
SLIOoSIG 














た だ た 現 過 た 位 み る と 昌信 上 代 選 6 各 
業 ・ 兼 業 に より 、 持 て る 才能 を 存 分 に 発揮 し 、 社 
会 に 貢献 いた だ く と いう 機会 を 、 今 後 い っ そう 増 





OO の 580400800 の Ad (0 


金融 機関 の 職員 の 方 に と っ て も 同様 で 、 今 や 社会 
的 要請 と も 言え ます 。 


そう し た 観点 か ら 、 副 業 ・ 兼 業 を 可能 と する 就 
業 規則 等 を 含む 環境 整備 に 取り 組ん で いた だ きた 
いと いう 趣旨 を 込め 、 6 月 23 日 に 、 金 融 機関 の 皆 
様 に 対し 、 金 融 庁 より 文書 を 発出 いた | 陸 Ao の 



































内 議 請 逢 大 ほ 


MDIGDLS 滑 因 朋 9 の 5 且 移 則 且 200 ODN 
まれ た 政府 の 施策 と も 連動 する も の で す が 、 副 
業 ・ 兼 業 は 、 そ れ を 通じ て 新しい 知見 の 獲得 や 多 
様 な 価値 観 の 共有 が 図ら れる こと に より 、 金 融 機 
関 の 持続 可 能 な ビジ ネス モデ ル の 構築 に も 資す る 
潜在 性 を 持つ も の だ と 考え て いま す 。 





































































































特に 、 コ ロナ で 影響 を 受け た 事業 者 や 、 地 域 経 
済 の こと を 考え れ ば 、 金 融 機関 の 皆様 に は 、 ま さ 
に これ か ら が 正念 場 で 、 経 営 改善 ・ 事 業 再 生 ・ 事 
業 転換 等 の 地 業 支援 、 ヨ コンサ ル テ ィ ン グ に 重点 的 
に 取り 組ん で いた だ く こ と が 求め られ ます 。 副業 
は 、 地 域 社会 と 違っ た 角度 か ら 接点 を 持ち 、 ネ ッ 
トワ ー ク を 拡げ る こと に も 役立つ も の で あり 、 そ 
れ 自 体 が 、 金 融 機関 と し て の 経営 資源 の 強化 に も 
繋が る も の と 考え ます 。 















































な お 、 和 信和 3 年 の 通常 国会 で は 、 銀 行 法 等 の 各 
業法 の 改正 案 が 成立 し 、 法 律 上 の 業務 範囲 が 拡大 
HCSASIS 2 まっ UiGeSII UE 
監督 指針 に 記載 し て いた コン サル ティ ング 業務 に 
つい て 、 今後 、 内 閣府 令 に お いて 明記 する 予定 で 
す 。 内 閣府 令 で あっ て も 和 監督 指針 で あっ て も 、 コ 
ン サ ル テ ィ イン ク 閉 務 の 内 容 ほ は 閥 わり ませ ん か 
ロナ の 影響 を 受け て 本 業 支援 を 必要 と する 先 が 増 
えて いる 今 だ か ら こ そ 、 本 業 支援 の 後押し を する 
意味 で の 明確 化 だ と 思っ て いま す 。 




















金融 機関 の 皆様 に は 、 ぜ ひと も 、 以 上 の よう な 
時 代 の 流れ 等 も 踏ま ほえ つつ 、 意 欲 の ある 職員 を 前 
向き に 後押し する よう 、 積 極 的 か つ 主 体 的 に 、 副 
業 ・ 兼 業 に 関す る 環境 整備 を 進め て いた だ きま す 
2NINSOIN SS 必 WO た AE O 














※ 本 年 6 月 23 日 公表 、 
アッ プ 』 を 踏ま えた 兼業 ・ 

































































「 『 経 済 財政 運営 と 改革 の 基本 方 針 2021』 及び 『 成 長 戦略 実行 計画 
副業 の 普及 ・ 促 進 に つい て 」 : 


・ 成 長 戦略 フォ ロー 
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https://www_.fsa.go.jp/news/r2/sonota/20210623.html 





政策 解説 コー ナ 


企画 市 場 局 市 場 課 市 場 業務 監理 官 繁 本 賢也 
(※ 本 稿 に お いて 意見 に 係る 部 分 は 筆者 の 個人 的 見 解 で あり 、 所 属 組 織 の 見 解 を 示す も の で は あり ませ ん 。) 



















































































2020 年 12 月 18 日 、 金 融 審議 会 市 場 制度 ワー キン グ ・ グ ルー プ の 下 に 「 最 良 執行 の あり 方 等 に 関す る タス 
ク フ ォ ー ス 」 (座長 : 黒沼 悦郎 早稲 田 大 学 大 学院 法務 研究 科 教授 ) が 設置 され 、 以 後 、 4 回 に わた り 、 制 
度 導入 後 の 環境 変化 及び 課題 を 踏ま えた 金融 商品 取引 業者 等 の 最良 執行 方 針 等 に 関す る 規制 の あり 方 に つい 
て 検討 を 行っ て きま し た 。 そ の 検討 結果 を 取り まとめ た 「 最 良 執 行 の あり 方 等 に 関す る タス ク フ ォ ー ス 」 報 
告 書 (以下 「 本 報告 書 ] と いい ます ) が 本 年 6 月 2 日 に 公表 まさ れ た と ころ 、 そ の 主 な ポイ ント を ご 紹介 し 
まま 












































1. 現行 制度 の 導入 経緯 及び 概要 
1998 年 に 取引 所 集中 義務 の 撤廃 と 併せ て 証 過去 の 主 な 改正 等 の まとめ 






























































券 業 と し て 私 設 取引 シス テム (以下 「PTS] | 年 | 取引 所 。 | 私設 取引 レス テム (PTS) | | 
運営 業 認可 制 が 導 8 ・PTS 認 
8 内 a 2 UM 内 MS 所 に よる 市 の ・ EEC た Rg の 
こ 。 また 、 こ は 、 証 基 伝 i 各 が 会 
取引 所 外 と 明示 し な い 限 り 、 取 引 所 で 執行 し 。 “" 人 
な けれ ば な ら な いと の 原則 が 見 直さ れる と と ・ 所 本 情報 等 の 公表 
も に 、 投 資 家 保護 の 観点 か ら 、 証 券 会 社 は 、 CC 
有価 証券 等 取引 に 関す る 顧客 の 注文 に つい て 、 の 生生 EET 
最良 の 取引 の 条件 で 執行 する た め の 方 針 及 び 人 0 
方 法 で ある 最良 執行 方 針 等 を 定め 、 こ れ に 従 20o ・ タ ー タ ブー ル が TS に 六 当 し な ・Prs 信 必 了 I の 美 上 
い 注 文 を 執行 し な けれ ば な ら な い 等 の 義務 が 空売り 等 を 拉 除 する 方 法 及び 務 
導入 され まし た 。 そ の 際 、「 最 良 の 取引 の 条 Zi = ・ ダ ー ク ブー ル の 部 の 中 入 上 ・ 高速 取引 行為 の 登録 
送り 制 の 導入 


件 ] に つい て は 、 当 時 の 市 場 イ ン フ ラ 等 を 踏 
に 2 計 UUUGCCA NSK 証 2 = ラー っ 
執行 可能 性 等 さま ざま な 要素 を 総合 的 に 勘案 0 「 
し て 決定 され る こと と され 、 執 行 可 能 性 を 重 
視 し 流動 性 の 最も 高い 市 場 で 執行 する こと も 
「 最 良 の 取引 の 条件 」 で 執行 する 方 法 の 1 つ に 該当 し 得る も の と され まし た 。 こ れ を 受け 、 現 在 、 多 く の 人 金 
融 商品 取引 業者 等 の 最良 執行 方 針 等 に は 、 流 動 性 、 約 定 可能 性 、 取 引 の スピ ー ド 等 を 考慮 し て 、 原 則 と し て 
主たる 取引 所 に 注文 を 取り 次 ぐも の と 記載 され て いま す 。 
2. 制度 導入 後 の 環境 変化 及び 課題 
近年 、 取 引 所 の 立会 市 場 以外 に お ける 取引 の 増加 (PTS の シェ ア の 増加 や 個人 投資 家 向 け の ダー ク プ ー ル 
の 提供 ) に 加え 、 複 数 の 取引 施設 か ら 最良 価格 を 提示 し て いる 取引 施設 を 検索 し 注文 を 執行 する Smart 
Order Routing (以下 「SOR] と いい ます ) の 普及 に より 、 複 数 の 取引 施設 に お ける 価格 を 比較 し た 注文 執 
行 が 一 定 程 度 可能 に な っ て いま すず す 。 た だ し 、 こ の 点 を 巡っ て は 、 以 下 の よ うな 課題 も 指摘 され て いま ず 。 
SOR に 付随 する 利益 相反 構造 
・ 一 部 の 高速 取引 行為 者 が 採用 し て いる と み ら れ る 、 時 間 差 か ら 生 じ る 複数 の 取引 施設 間 の 価格 差 を 利 
用 し た 投資 戦略 (以下 「 レ イ テ ン シー・ ア ー ビ ト ラー ジ 」 と いい ます ) 


3. 制度 の 見 直し の あり 方 


(1) より 価格 を 重視 し た 最良 執行 方 針 等 

機関 投資 家 に 対す る 最良 執行 方 針 等 に つい て は 、 制 度 導入 当時 の 考え 方 を 見 直す 必要 性 は 、 現 状 、 必 ず し 
も 高く な いと 考え られ る 一 方 、 個 人 投資 家 に 対す る 最良 執行 方 針 等 に つい て は 、 基 本 的 に は 価格 が 最も 重要 
な 要素 で ある と 考え られ る こと や 、 近 年 、 複 数 の 取引 施設 に お ける 価格 を 比較 し た 注文 執行 が 一 定 程度 可能 
に な っ て いる こと を 踏ま え 、 よ り 価 格 を 重視 する 方 向 に 見 直す こと を 提言 し て いま す 。 具体 的 に は 、 最 良 執 














2019 ・ PTS 信 用 取引 の 解禁 
















































































































































































※ 本 年 6 月 2 日 公表 、 金 融 審 議会 市 場 制 度 ソ ー キ ング ・ グ ルー プ 「 最 良 執行 の あり 方 等 に 関す る タス ク 
フォ ー ス 」 報告 書 の 公表 に つい て : https://www_fsa.go.jp/singi/singi_kinyu/tosin/20210602.html 




















行方 針 等 の 法定 記載 事項 に 安 '. が 8 金融 審議 会 市 場 制度 ワー キン グ ・ グ ルー プ 
A の 法定 記載 事項 ! 、 腺 客 が 個人 で 最良 執行 の あり 方 等 に 関す る タス ク フ ォ ー ス 報告 書 概要 (2021 年 6 月 2 日 ) 
ある 場合 に つい て は 「 主 と し て 価格 面 以外 

































































1 a 最良 執行 方 針 等 に 関す る 現行 制度 の 概要 (2005 年 に 導入 ) | 

の 顧客 の 利益 を 考慮 する 場合 に は 、 そ の 旨 |o 史生: 人 引 示 等 が 和 有休 大 和 取 引 に 関す る 大 の 注 玉 最 の 取引 の 条件 で 幸 行 する 

た め の 及 

及び その 理由 ] を 追加 する こと に より ( い | っ 現状 、 価 格 の みな ら ず 、 コ スト 、 ス ピー ド 、 執 行 可能 性 等 さま ざま な 要素 を 総合 的 に 礁 寄 

わ ゆ コン 2 ラ 5 オア 家 > ク タタ < 3 レ イ (原則 と し て 「 主 た る 取引 所 」 に 注文 を 取り 次 ぐ と 最良 執行 方 針 等 に 記載 する 金融 商品 取引 業者 等 が 多い 。 ) 

4 6 より 価格 を 重視 し た 最良 執行 方 針 等 人 後 の 環 変人 及び 康 | oo 
変更 を 促す こと を 提言 し て いま す 。 に a | 妥 タイプ の so i = 

— Pk 〇 私 設 取引 シス テム (PTS) の シェ ア が 徐々 に 増加 。 また 、 一 部 の 高速 取引 行為 者 に よる レイ テン シー・ ア ー ビ ト 

1 た 、 最 良 執 行方 針 等 に 関す る 規制 の 中 | soR( 注 1) が 普及 っ 価格 重視 の 注文 執行 が 可能 ラー ジ ( 注 2) の 可能 性 


a PT ne NOTARIES nein nr 
| 圭 行方 針 等 の 法定 記載 事項 に 、 顧 客 が 
人 の 5 T の mE が 個人 投資 家 に か か る 最良 執行 方 針 等 に お ける 価格 重視 | | 投資 家 保護 上 の 課題 へ の 対応 
\ AN = 8 
RR 回 人 投資 家 に つい て 、 原則 と し て 、 よ り 価格 を 重視 <DSOR の 遂 明 化 
を 使用 する 場合 に は 、 そ の 言及 びそ の 理 SOR を 使用 する 金融 商品 取引 業者 等 に 対し て 、 
貼 ] を 追加 する こと を 提言 し て いま す ・SOR に よる 注文 執行 レー ル を 最良 執行 方 針 等 に 記載 を 義務 付け 
名 (一 征 戸 o 

































































































































































・ 価格 改善 状況 を 最良 執行 説明 書 に 記載 を 義務 付け 





を 最良 執行 方 針 等 に 記載 を 義務 付 
・ ダ ー ク プー ル を 使用 する 場合 、 その 理由 を 最良 方針 等 


(レイ テン シー・ ア ー ビ ト ラー ジ へ の 対応 方 針 等 の 明確 化 





顧客 が 個人 投資 家 で ある 場合 に つい て 、 
2 人 その 理由 














(2 ) 市 場 構造 の 変化 を 踏ま えた 最良 執行 記載 を 義務 付け [ EUC ] 
【 = = 行方 針 等 に 記 付け 
の あ ) 方 と そ の 顧客 説明 | 注文 回 送 リ ペー ト ( ペ イメ ント ・ フ ォ ー・ オ ー ダ ー・ フ ロー) に つい て は 、 今 後 の 状 況 等 の 変化 に 応じ 、 適 切 か つ 機動 的 に 対応 。 (日 本 で は ] 
し 実例 が 確認 され て お ら ず 、 米 国 で は 規制 の 見 直し の 途上 。) 




















①SOR の 透明 化 
(i) 最良 執行 方 針 等 及び 最良 執行 説明 書 と の 関係 
i 在 、 各 金融 商品 取引 業者 等 に お いて 様々 な タイ プ の SOR の サー ビス が 提供 され て お り 、 そ の 内 容 は 
投 人 NM 陸 国 ES 上 靖 0 2 の つら 70 ま GR で (CGC SOR 
る 注文 執行 ルー ル を 透明 化す る た め に 、 最 良 執行 方 針 等 の 法定 記載 事項 に 、「SOR を 使用 する 場合 は 、 そ の 
旨 及 び SOR に よる 注文 執行 レー ル 」] を 追加 する こと を 提言 し て いま す 。 
また 、 金 融 商品 取引 業者 等 は 顧客 の 注文 を 執行 し た 後 、 顧 客 の 求め に 応じ て 、 当 該 注文 が 最良 執行 方 針 等 
に 従っ て 執行 され た 旨 を 説明 し た 書面 (最良 執行 説明 書 ) を 交付 し て いま す が 、 こ の 最良 執行 説明 書 の 法定 
記載 事項 に 、「SOR を 使用 し た 場合 は 、 価 格 改善 状況 ] を 追加 する こと を 提言 し て いま す 。 


(ji ) SOR に 付随 する 利益 相反 構造 
様々 な タイ プ の SOR の 中 に は 顧客 の 注文 を 自ら と 系 列 ・ 友 好 関 係 に ある 特定 の 取引 施設 に 優先 し て 回 送 す 
る ルー ル と な っ て いる 場合 が あり ます 。 こ うし た SOR に 付随 する 利益 相反 構造 に つい て は 、 前 述 の 最良 執行 
方 針 等 及び 最良 執行 説明 書 の 記載 を 通じ て SOR を 透明 化す る こと に より 対応 する こ と が 適当 で ある と 提言 し 
で いい 


② レ イ テ ン シー・ ア ー ビ ト ラー ジ へ の 対応 

レイ テン シー・ ア ー ビ ト ラー ジ は 、 他 の 投資 家 が SOR に よっ て 得 ら れ た は ず の 価格 改善 効果 を 小さ くす る 
可能 性 が ある 等 、 他 の 投資 家 の 注文 執行 に 影響 を 及ぼ し て いる 可能 性 が ある と の 指摘 が あり ます 。 こ うし た 
指摘 を 踏ま えて 、 実 務 上 、 人 金融 商品 取引 業者 等 に お いて 一 定 の 対応 策 が 講じ られ て いま す が 、 現 時 点 で は 、 
標準 的 な 対応 策 が 確立 され て いる と は 言い 難く 、 各 金融 商品 取引 業者 等 が 、 よ り よ い 注 文 執行 を 顧客 に 提供 
する 取組 み の 中 で 、 検 討 を 進め て いま す 。 こ うし た 現状 を 踏ま え 、 最 良 執行 方 針 等 の 法定 記載 事項 に 、「 レ 
イ テ ン シー・ ア ー ビ ト ラー ジ へ の 対応 方 針 ・ 対 応 策 の 概要 ] を 追加 し 、 投 資 家 に 対す る 情報 提供 を 充実 させ 
る こと を 通じ て 金融 商品 取引 業者 等 の 対応 を 促す こと が 適当 で ある と 提言 SC. 


③ 注 文 回 送り リベート (ペイ メン ト ・ フ ォ ー・ オ ー ダ ー・ フ ロー) 

Ba 回 華 3UES 主 に 証し P02 の イト ラロ ョ ニン ョ トン 昌 二 PIN IMSO 還 5 の np 2 
ブロー カー が 顧客 の 注文 を マー ケッ トメ ー カ ー ム 回 送 し ョ マー ケッ トメ ー カ ー が 自 曲 勘定 に より 相対 取引 を 
する か 又は 取引 所 等 に 取り 次 ぐ こ と を 前 提 に 、 注 文 を 回 送 する 対価 と し て 、 ブ ロー カー が マー ケッ トメ ー 
カー か ら 受 領 する 金銭 を いい ます 。 投資 家 の 利 益 が 生じ る 場合 が ある と いう 主張 の 一 方 で 、 必 ず し も 最良 幸 
行 に つなが る と は 言い 難い 、 市 場 に お ける 価格 発見 機能 が 低下 する 等 の 指摘 が あり ます 。 日 本 で は PFOF の 
例 が 確認 され て いな いこ と や 、 米 国 に お いて も 規制 の 見 直し の 議論 が 行わ れ て いる 途上 に ある こと か ら 、 現 
時 点 で は PFOF の 取扱 い NE 定 の 結論 を 出す こと は 時 期 沿 早 で ある も の の 、 諸 外国 に お ける 金融 規制 
の 動向 等 の 今後 の 状況 ・ 事 情 の 変化 に 応じ て 、 必 要 に 応じ 、 法 令 に よる 規制 を 含め 、 適 切 か つ 機 動 的 に 対応 
する こと が 期待 され て いま す 。 

4. 今後 の 対応 


金融 庁 は 、 今 後 、 本 報告 書 に 示さ れ た 考え 方 を 踏ま え 、 関 係 政 府 令 等 の 整備 等 の 制度 導入 に 向け た 準備 を 
進め て まい り ま す 。 
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政策 解説 コー ナー 





* 役職 は 本 件 の 公表 時 
(※ 本 稿 に お いて 意見 に 係る 部 分 は 筆者 の 固 人 的 見 解 で あ り \ 所 属 組 織 の 見 解 を 示す も の で は あ り A ) 



















































































金融 庁 で は 、 令 和 2 年 6 月 12 日 に 公布 され た 「 金 融 サ ービス の 利用 者 の 利便 の 向上 及び 保護 を 図る た め の 金 
融 商品 の 販売 等 に 関す る 法律 等 の 一 部 を 改正 する 法律 ( 令 和 2 年 法律 第 50 号 。 以 下 「 改 正法 」 ) 」 の 施行 に 伴 
う 関 係 政 令 ・ 内 閣府 令 等 の 整備 に つい て 、 令 和 3 年 2 月 22 日 か ら 同年 3 月 24 日 に か け て パブ リッ クコ メン ト を 
実施 し まし た 。 関 係 政 令 ・ 内 閣府 令 等 は 同年 6 月 2 日 に 公布 され て お り 、 改 正法 は 同年 11 月 1 日 か ら 施 行 さ れ 
まま 

本 稿 で は 、 今 回 の 改正 の 概要 を ご 紹介 する と と も に 、 パ ブリ ッ ク コ メン ト で 寄せ られ た 主 な ご 質問 ・ ご 意見 
と それ に 対す る 金融 庁 の 考え 方 を ご 紹介 し ます 
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1 [金融 サー ビス 仲介 業 」 創設 の 背景 金融 サー ビス 提供 法 の 概要 (2021 年 1 月 1 日 施行 ) 
= ス 、 五 Sa 計 (赤字 は 政令 事項 、 青 字 は 内 閣府 令 事 項 ) *「 金 融 商品 販売 法 」 か ら 「 金 融 サ ービス 提供 法 」 に 題名 変更 
顧客 と 金融 機関 を つなぐ 仲介 業者 に 関す つつ 人 で 人. 保険 すべ て の 分 時 の サー ビス を 提供 で きる 「 信 融 サ ービス 人 人 」 を 間 設 
る 現行 制度 は 、 〇 既存 の 代理 業者 の よう に 特定 の 金融 機関 へ の 所 属 は 求め な い 一 方 、 願 客 保護 等 の た め に 必要 な 規制 を 整備 。 
銀行 法 に お ける 銀行 代理 業者 、 金 融 商 銀行 分 野 証券 分 野 保険 分 野 
品 取引 法 に お ける 金融 商品 仲介 業者 、 保 A 銀行 信金 C 証 券 D 投 次 願 問 生命 F 損 保 
SS リー A A = 人 A 人 條 A 人 
険 業法 に お け る 保 険 募集 人 等 の 業種 “= @ 金融 機関 は 、 仲 介 業者 に 対す る 指導 ・ 監 督 義務 や 仲介 業者 が 顧客 に 加え た 損害 の 賠償 責任 を 負わ な い (所 属 制 の 不 採用 ) 
が 数 半 銀行 ・ \ 
の 規制 が 存在 し 、 複 数 業 和 (銀行 ・ 証 キー 
券 ・ 保 険 ) に また が っ て 仲介 し よう と す ・ 顧客 財産 の 受入 禁止 
へ ーー 米 ミド ・ 高 度 に 専門 的 な 説明 を 必要 と する 商品 ・ サ ービス の 取扱 い を 制限 
る 場合 、 分 野 に 応じ て 複数 の 登録 等 が 求 | Eenmemmtemrttma サ ービス の 
に 0 取扱 可能 ( 例 ) | ・ 普 通 / 定 期 預 金 ・ 住 宅 ロ ー ン |・ 公 社債 ・ 上 場 株 ・ 投 資 信託 ・ 定 期 保険 ・ 傷 害 保険 ・ 旅 行 保険 ・ ペ ッ ト 保険 
2 ? る は ・ 投 資 性 の 強い 保険 ( 変 頼 保険 、 外 貨 建 保険 等) 
基本 的 財 は 0 放 四 の 金融 機関 a 所 属 で す [ る 取扱 不可 ( 例 ) i ei * 仁 組 全 * 非 上 場 株 - 炎 保険 人 可能 ・ 装 身 保険 

















・ カ ー ド ロー ン ・ 複 雑 な 投資 信託 ・ デ リバ ティ ブ 取引 |. 高 額 の 保険 (生保 1000 万 円 超 、 損 保 2.000 万 円 超 、 第 3 分 野 600 万 円 超 ) 
+ 年 間 保 険 料 5.000 円 以下 の 保 映 は 保険 金閣 の 上 限 な く 相 扱 可能 


こと ※2 が 求め られ て お り 、 多 数 の 金融 機 
関 が 提 供する 商品 ・ サ ービス を 仲介 し よ 








・ 保証 金 の 供託 義務 (賠償 資力 の 確保 ) *※ 保 証 金 の 額 は 「1, 000 万 円 十 前 年 度 の 受領 手数 料 の 5 %」 


























= 遇 見 スズ 、 戸 人 同 | > ヽ 【 そ の 他 顧 客 保護 等 の た め の 主 な 規制 】 
> こ の る 勿 記 平 融 機関 を れ ぞ れ カ 願 客 ・ 顧 客 に 対す る 情報 提供 (金融 機関 と の 資本 関係 ・ 人 的 関係 ・ 委 託 関係 の 有無 等) 
人 = ュ A や N ※ 顧 客 か ら 求め られ た と き は 、 仲 介 業者 が 金融 機関 か ら 受け 取る 手数 料 等 も 開示 
ら 行 われ る 指導 等 に 対応 する 必要 が ある 、 [ @ 固 SC 作料 と 名 較 で 人 提 す る こと や 可能 
いう うっ う (a 複数 業種 に また が っ た 仲介 | ・ 顧 客 情報 の 適正 な 取扱 い ( 応 客 の 同意 な く 仲 介 分 野間 や 兼業 業務 と の 間 等 の 願 客 情報 の 利用 を 禁止 等) 





























や 複数 の 金融 機関 を 相手 方 と 5 2 介 を 必 ( 注 ) この ほか 、 既 存 の 代理 業者 等 に 対す る 規制 を 踏ま え 、 仲 介 分 野 ご と に 必要 な 行為 規制 を 過 不 足 な く 適 用 
ず し も 念頭 に 置い て いな い 面 が あり 、 多 数 の 金融 機関 が 提供 する 金融 サー ビス の 中 か ら 、 顧 客 に 適し た 金融 
サー ビス の 比較 ・ 推 奨 を 行う と いっ た ビジ ネス を 行 お うと する 事業 者 に と っ て は 負担 が 大 きい と の 指摘 が あり 
まま 吊 半 だ 5 

こう し た 指摘 を 踏ま え 、 金 融 商品 販売 法 の 改正 ま ※3 に より 、 1 つの 登録 で 銀行 ・ 証 券 ・ 保 険 す べ て の 分 野 の 
サー ビス を ワン スト ッ プ で 顧客 に 提供 で きる 金融 分 野 の 新た な 業種 と し て 「 金 融 サ ービス 仲介 業 ] が 創設 され 
gS し 2。 

金融 サー ビス 仲介 業者 に つい て は 、 既 存 の 仲介 業者 と は 異な り 、 所 属 制 を 採用 せ ず 、 業 種 横断 的 に 複数 の 
金融 機関 と 柔軟 に 連携 ・ 協 働 し や すい 枠組 み を 整備 し て いる 一 方 で 、 次 の ①ー③ の よう に 、 所 属 制 に 代わ る 顧 
客 保護 の た め の 対 応 を 講じ て いま す 。 

① 顧客 か ら の 財産 の 受入 れ を 禁止 し 、 費 消 ・ 流 用 等 に よる 顧客 被害 の 未然 防止 を 図る 。 

② 顧客 に 対し 高度 に 専門 的 な 説明 を 必要 と する 商品 ・ サ ービス の 取扱 い に 制 限 を 設け 、 販 売 ・ 勧 誘 に 係る 

顧客 トラ ブル の 未然 防止 を 図る 。 
③ 所 定 の 額 の 保証 金 の 供託 を 義務 付け 、 顧 客 被害 が 生じ た 場合 に お ける 顧客 へ の 賠償 資力 の 確保 を 
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※1 詳細 に つい て は 、 こ とこ ちら を ご 確認 くる だ さい 。 
https://www.fsa.go.jp/common/diet/201/index.html (国会 提出 法案 (第 201 回 ) ) 
https://www_.fsa.go.jp/news/r2/sonota/20210602/20210602.html 

※2  「 所 属 制 」 と 呼ば れる 仕組 み で 、 所 属 金融 機関 は 、 仲 介 業 者 に 対す る 指導 ・ 監 督 義 務 や 仲介 業者 が その 仲 
介 行 為 に つい て 顧客 に 加え た 損害 の 賠償 責任 を 負う こと と な り ま す 。 

※3 法律 の 題名 も 「 金 融 商品 の 販売 等 に 関す る 法律 (金融 商品 販売 法 ) 」 か ら 「 金 融 サ ービス の 提供 に 関す る 7 
法律 (金融 サー ビス 提供 法 ) 」 に 改正 され て いま す 。 






































































































































この ほか 、 金 融 サ ービス 仲介 業者 に 対す る 行為 規制 に つい て は 、 既 存 の 仲介 業者 に 対す る 規制 と の 整合 性 の 
確保 に 留意 し な が ら 、 必要 な 規制 が 過 不 足 な く 適 用 され る よう 規定 の 整備 を 行っ て いま す 。 

以下 で は 、 政 令 ・ 内 閣府 令 ま 4 で 具体 化 が な され た 取扱 商品 ・ サ ービス の 範囲 と 保証 金 の 額 に 関し て 、 パ ブ 
リッ クコ メン ト の 内 容 に も 触れ な が ら そ の 概要 を ご 紹介 し ます 。 な お 、 制 度 の 全体 像 に つい て は 、 左 図 を ご 覧 
《 定 ぎ き 
















































































2. 取扱 商品 ・ サ ービス の 範囲 
政令 で は 、 顧 客 に 対し 高度 に 専門 的 な 説明 が 必要 と な り 、 和 金融 サー ビス 仲介 業者 に よる 取扱 い が 制限 され る 
問題 二胡 言 還 2260 別 有 は MI の OO 敵 還 2 こ ス で 月 UEU UE 9 


投資 性 が 強い 預金 (仕組 預金 等 ) 、 カ ー ド ロー ン 
仕組 債 、 非 上 場 株 、 複 雑 な 投資 信託 、 デ リバ ティ ブ 取 引 

険 分 野 | 投資 性 が 強い 保険 ( 変 額 保険 等 ) 、 家 財 保険 以外 の 火災 保険 、 終 身 保険 、 保 険 金額 が 高額 の 保険 
他方 で 、 内 閣府 令 で は 、 例 えば 、 基 本 的 に は 投資 性 が 強い 預金 に 該当 する 外貨 預金 に つい て 、 外 貨 の まま 引 
出し 等 が 可能 な も の は 取扱 可能 と し て いる ほか 、 年 間 保険 料 5.000 円 以下 の 保険 は 保険 金額 の 上 限 な く 取 扱 可 
能 と する な ど 、 取 扱 商 品 ・ サ ービス の 範囲 を 拡充 する 規定 を 設け て いま す 。 
パブ リッ クコ メン ト に お いて は 、 取 扱 商品 ・ サ ービス の 範囲 の 将来 的 な 見 直し の 可能 性 等 に つい て 、 多 く の 
ご 質問 ・ ご 意見 が 寄せ られ まし た 。 この 点 に つい て の 金融 庁 の 考え 方 は 以下 の と お り で す 。 
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[金融 庁 の 考え 方 ] 
| 四 1 6 = lm 
: 金融 サー ビス 仲介 業 の 対象 と な る 商品 ・ サ ービス や 相手 方 金融 機関 の 範 団 に つい て は 、 商 品 設 計 の 複雑 さ 
| や 日 常 生 活 へ の 定着 度合 い 等 を は じ め 、 顧 客 の ニー ズ や 金融 サー ビス 仲介 業者 に よ る 顧客 保護 の た め の 取 組 
| を 含む 業務 運営 の 実態 等 も 踏ま えつ つ 、 必 要 に 応じ て 見 直し の 要 否 を 検討 し て いく べき も の と 考え ます 。 


















































































































































































































































3. キー ラー 
令 で は 、 金 融 サ ービス 仲介 業者 に 対し 、 周 償 資 力 の 確保 の 観点 か ら 供託 を 義務 付け る 保証 金 の 額 の 算定 方 
法 居 つい ie PE の の ウツ ウレ こい 
WU クック ヨッ ンド に ちい 6 保証 金 の 額 の 婦 当 人 性 ( に つい て 、「 過 大 で は な いか 」、「 過 少 と な る 可能 性 
が ある 」| と いう 両方 の 視点 か ら 多 く の ご 質問 ・ ご 意見 が 寄せ られ まし た 。 こ の 点 に つい て の 人 金融 庁 の 考え 方 は 
BRO EB CT 














































































































| [金融 庁 の 考え 方 ] 
| 保証 金 の 額 は 、 
| ・ 金融 サー ビス 仲介 業者 に つい て は 仲介 に 係る 損害 賠償 責任 を 相手 方 金融 機関 が 負う 仕組 み (いわ ゆる 所 
属 制 ) が 採用 され て いな いこ と 、 
顧客 保護 等 の 観点 か ら 既 存 の 仲介 事業 者 に 求め られ る 保証 金 等 の 水準 、 
| ・ 金融 ビス 仲介 業 の 対象 と な る 商品 ・ サ ービス の 範囲 が 限定 され て いる こと 、 

| ・ 金融 Rh A ショ ン の 促進 や 利用 者 利便 の 向上 の 重要 倫 、 

= , 





















































































































































































































































































































































































































































I 






































以上 が 、 令 和 2 年 金融 商品 販売 法 等 改正 と それ に 伴う 関係 政令 ・ 内 閣府 令 等 の 整備 に 係る パブ リッ クコ メ 
ント の 主 な ポイ ント で す 。 

金融 庁 と し て は 、 新 た な 枠組 み の 下 で 、 様 々 な 事業 者 が 、 顧 客 の ニー ズ を 踏ま えな が ら 、 利 便 性 が 高い 多 
種 多様 な 仲介 サー ビス を 展開 し て いく こと を 期待 し て お り 、 制 度 の 適切 な 運用 に 努め て まい り ま す 。 





















































※4 本 稿 に お いて 、「 政 令 ] は 金融 サー ビス の 提供 に 関す る 法律 施行 令 (平成 12 年 政令 第 484 号 ) を 指し 、 
「 内 閣府 令 ] は 金融 サー ビス 仲介 業者 等 に 関す る 内 閣府 令 ( 令 和 3 年 内 閣府 令 第 35 号 ) を 指す も の と し ます 。 















































お 知ら せ 4 
犯罪 収益 移転 防止 法 に お ける オン ライ ン で 完結 可能 な 
本 人 確認 方 法 に 関す る 金融 機関 向け Q & A の 公表 に つい て 











金融 庁 で は 、 本 年 5 月 28 日 、「 犯 罪 収益 移転 防止 法 に お ける オン ライ ン で 完結 可能 な 本 人 確認 方 法 に 
関す る 金融 機関 向け Q &A」 ※} を 公表 し まし た 。 本 稿 で は 、 そ の 背景 や ポイ ント を 簡単 に 紹介 し ます 。 














1. 背景 

犯罪 収益 移転 防止 法 で は 、 オ ン ラ イン で 完結 可能 な 本 人 確認 方 法 ※< と し て 、 従 前 か ら 公 的 個人 認証 
サー ビス 等 の 電子 証明 書 を 用 いた 方 法 が 整備 され て いる ほか 、 平 成 30 年 11 月 に は 、FinTech へ の 対応 の 
観点 か ら 犯罪 収益 移転 防止 法 施行 規則 が 改正 され 、 本 人 確認 書類 の 画像 ・IC チ ッ プ 情報 等 を 用 いた 新た 
な 方 法 も 整備 され まし た 。 

金融 庁 で は 、 従 来 か ら 、 オ ン ラ イン で 完結 可能 な 本 人 確認 方 法 の 導入 を 計画 する 金融 機関 R ま 3 か ら の 相 
炎 に 応じ る こと な ど を 通じ て 、 そ の 導入 を 支援 し て きま し た 。 さ ら に 、 令 和 元 年 の 成長 戦略 4 に お いて 
も 、 民 間 事 業者 に よる 革新 的 な 本 人 確認 の 実装 を 支援 し 、 本 人 確認 の 高度 化 ・ 迅 速 化 を 推進 する こと が 
金融 庁 の 継続 的 な 施策 と し て 掲げ られ まし た 。 

うだ 昌信 2 年 局 発 生 た 新 型 四 罰 ウ レス 成 代 導 人 の 汐 不 れる 下 倫 と テン タラ 
イ ゼ ー シ ョ ン 推 進 の 観点 か ら 、 金 融 業 界 全 体 で 非 対 面 の 金融 サー ビス 普及 に 向け た 取組 み が 求め られ る 
























































































































































































































よう に な り 、 オ ン ラ イン で 完結 可能 な 本 人 確認 方 法 の 重要 オン ライ ン で 完結 可能 な 本 人 確認 方 法 の 種類 
UNI 計っ ーー に ーー 
に う し た 状況 を 記 裕 、 金融 業界 に お け る 非 対 面 の 金 上 本 人 確 i 認 書 「 写 真 付 き 本 人 確認 書類 の 画像 」+「 容 貌 の 画像 」 を 用 いた 1 号 ホ 
や R 類 を 用 いた 方 法 
/ ビス 普及 を 層 後 押 し す る た め 医家 NN ヲ プ リグ ツク 上 方 法 [写真 付き 本 人 本 認 書 類 の IC チ ッ プ 情 報 」+「 容 貌 の 画像 」 1 号 へ 
ト 【 に 寄せ ら れ 門 質 問 や 軍 呆 金融 店! に 寄せ の れ だ 相 談 事例 等 を 束 SHI ジ 民 電 生生 褒 へ の 也 1 号 ト 1) 
SH 情報 の 照会 」 を 用 い 
理 し 、 オ ン ラ イン で 完結 可能 な 本 人 確認 方 法 の 導入 を 検 「 本 人 計画 人 は IO チッ プ 情 報 」「 有 名 革 1 の 
討 ・ 計 画す る 人 金融 機関 向け の Q&A と し て 、 公 表す る こと 一 「 人 和信 人生 サー ビス の 守る 用 電マ イ ナン 1 おり 
ご し 3 し 7。 法 「 民 間 事 業者 発行 の 電子 証明 書 」 を 用 いた 方 法 1 号 ヲ ・ カ 
法人 顧客 向け 「 登 記 情報 提供 サー ビス の 登記 情報 」 を 用 いた 方 法 3 号 ロ 
o 「 電 子 認証 登記 所 発行 の 電子 証明 書 」 を 用 いた 方 法 3 号 ホ 
as 2 ( 注 ) い ずれ も 犯罪 収益 移転 防 (以下 「 犯 収 法規 則 」)6 条 1 項 
CR 
= SI ヽ ュ = = — オン ライ ン で 完結 可能 な 本 人 確認 方 法 の 例 ( 個 人 顧客 向け ) 
人 確認 方 法 の 導入 を 検討 ・ 計 画す る 金融 機関 を 対象 と し て ーー ー 
|g け EE lg ヽ ゝ た 
いる た め 、 革 本 的 な 制度 を 理解 する た め の 質 問 を 含む ほか 、 TT 

















法令 の 規定 内 容 を イラ スト に し た も の を 参考 資料 と し て 掲 上 
載 し て いま す 。 Q&A は PDF で は な く 、Excel 資 料 の 
と する こと で 、 関 連 条 項 や キー ワー ド か ら 質 問 を 検索 ・# 
出 可 能 と する な ど 、 デ ジタル で の 利用 が し や すい も の と し 
(RC 



















































EC 還 還 生生 こ っ 






































金融 庁 で は 、 今 後 も 引き 続き 、 金 融 機関 に お ける 本 人 確 
仙人 時 EBI の 2 5 と で いき 計る 





























※1 本 年 5 月 28 日 公表 、「 犯 罪 収益 移転 防止 法 に お ける オン ライ ン で 完結 可能 な 本 人 確認 方 法 に 関す る 金庫 
機関 向け Q&Al : https://www.fsa.go.jp/common/law/guide/kakunin-qa.html 

※2 ここ で は 、 犯 罪 収 益 移 転 防止 法 で 「 本 人 特定 事項 の 確認 」 と 規定 され て いる も の を 「 本 人 確認 ] と し て 
いま す 。 本 人 特定 事項 と は 、 個 人 顧客 の 場合 は 氏名 、 住 居 及 び 生 年 月 日 、 法 人 顧客 の 場合 は 名 称 及 び 本 店 
又は 主たる 事務 所 の 所 在 地 を 指し ます 。 

※3 犯罪 収益 移転 防止 法 に お ける 金融 庁 所 管 の 特定 事業 者 全て を 指し て いま す 。 

※4 「 成 長 戦 略 フ オォ ロー アッ プ ] (信和 元 年 6 月 21 日 間 議 決定 ) 9 

































































































































































e 、 Q 
グロ ー バ ル 金 融 連 携 セン ター (GLOPAC) に つい て で 








金融 庁 で は 、 新 興国 の 金融 イン フラ 整備 支援 及び 金融 当局 と の 協力 関係 強化 を 目的 と し て 、2014 年 4 
月 に 設置 し た アジ ア 金 融 連 携 セ ンタ ー (AFPAC) を 、2016 年 4 月 に グロ ー バ ル 人 金融 連 携 セン ター 
(GLOPAC) に 改組 し 、 新 興国 の 金融 当局 者 10 名 程度 を 研究 員 と し て 受入 れ 、 2 一 3 カ月 間 の 研修 プロ 
グラ ム を 実施 し て いま す 。 そ の 主 な 特徴 は 、 
① 研修 プロ グラ ム は 銀行 ・ 証 券 ・ 保 険 の 3 分 野 に 分 け 年 間 計 3 回 実施 、 
② プロ グラ ム の 内 容 は 研究 員 の 関心 事項 に 応じ た テー ラー メイ ド 型 、 
③ 当店 職員 に よる 講義 に 加え 、 協 会 や 機構 等 を 訪問 し 受講 する こと で 、 多 角 的 に 日 本 の 金融 レス テム 
を 説明 (地域 の 金融 機関 の 監督 等 に つい て 学ぶ た め 、 財 務 局 や 地域 金融 機関 等 を 訪問 する 出張 研究 も 
実施 ) 、 
④ 研究 員 は 日 本 か ら 学 ぶ だ け で は な く 、 同 じ グ ルー プ の 研究 員 か ら も 学ぶ こと が で き 、 金 融 当局 者 間 
の ネッ トワ ー ク の 構築 に 寄与 、 
の 4 点 で す 。 新型 コロ ナウ イル ス 感 染 症 の 拡大 を 受け 、 研 究 員 を 日 本 に 招 聴 する こと が 難し い 状 況 で は 、 
Webinar ツ ー ル を 活用 し た バー チャ ル 型 の 研修 を 実施 し て いま す 。 研究員 は 自国 か ら 講義 に 出席 する た 
め 、 時 差 の 問題 や Wi-Fi の 状況 の 良し 悪し は ある も の の 、 積 極 的 に 講義 を 受講 し 双方 向 的 な 議論 も 実施 し 
BASS 































































































































































































































































































| 写真 : 氷見 野 長官 と GLOPAC 第 17 期 研究 員 | | 写真 : 森田 国際 審 と GLOPAC 第 17 期 研究 員 ] 


2014 年 7 月 以降 、36 の 国 ・ 地 域 の 金融 当局 か ら 計 166 名 の 
職員 を 受入 れ て お り 、 プ ログ ラム を 修了 し た 研究 員 (卒業 
生 ) と の ネッ トワ ー ク の 維持 、 強 化 が 重要 と 捉え 、 
① 当店 職員 が 外国 出張 する 際 、 現 地 の 卒 業 生 と フォ ロー 

アッ プ 面 談 を 実施 、 
② プロ グラ ム 修 了 後 の 知見 の 活か し 方 等 を 含め た 情報 ・ 意 

見 交換 を 、 卒 業 生 を 現地 等 に 集め て 実施 する GLOPAC ア ル 

ム ナ イ ・ ラ フォ ー ラ ム を 開催 、 
③ 現行 プロ グラ ム に 卒業 生 を 再 招 聴 し 、 現 役 生 に 対す る 8 

義 や 金融 庁 職 員 と 意見 交換 を 実施 、 
④ 当 庁 等 が 主催 する 国際 シン ポジ ウム 等 に 、 卒 業 生 を ス 

ピー カー と し て 招 聴 、 
⑤ 。 GLOPAC ニ ュー スレ ター の 定期 的 な 送付 、 

の 5 つの 取組 み を 継続 的 に 実施 し て お り 、 新 型 コ ロナ ウイ ルス 感染 症 に 伴い 海外 渡航 が 難し い 状 況 に お 
いて も 、Webinar ツ ー ル を 活用 し た アル ム ナ イ ・ フ ォ ー ラ ム 等 を 継続 的 に 実施 し て いま す 。 

さら に 、GLOPAC ウ ェ ブ ペー ジ を 全面 改修 し 、 現 役 生 や 卒業 生 の 紹介 や 新着 情報 の 発信 な ど に より 
GLOPAC の ネッ トワ ー ク を 強化 する プラ ッ ト フ ォ ー ム を 構築 し まし た の で 、 以 下 の リ ンク か ら 是 非 ご 覧 
くだ さい 。GLOPAC 事 務 局 は 、 現 役 生 及び 卒業 生か ら 多 大 な る 協力 を 得 て 共 に 制作 し た ウェ ブ ペ ー ジ を 
適宜 更新 し 、 タ イム リー な 情報 発信 に 努め て 参り ます 。 










































































写真 南ア フリ カ に お ける 
アル ぬ デイ ョ アオ ー タ 攻 


















































GLOPAC i mL., » ttpsS://www_fsa.go.jp/en/glopac/index.html 


Global Hinanial し 月 
Partnership Center 4 = 
a = 1 





先月 の 金融 庁 の 主 な 取組 み 














ワー キン グ ・ グ ルー プ 「 最 良 執 行 の あり 方 等 に 関す る タス ク フ ォ ー ス ] 報告 書 




















金融 商品 販売 法 等 改正 に 係る 政令 ・ 内 閣府 令 案 等 ] に 関す る パブ リッ クコ メン ト の 結果 等 に 
月 2 日 
事業 承継 時 に 焦点 を 当て た | 経営 者 保証 に 関す る ガイ ドラ イン | の 特 則 の 適用 開始 等 を 受け た 取組 状況 
に 関す る アン ケー ト 調 査 の 結果 (6 月 3 日 ) 

[ソー シャ ル ボ ンド 検討 会 議 ] (第 3 回 ) を 開催 (6 月 3 日 ) 
[金融 所 得 課税 の 一 体 化 に 関す る 研究 会 | (第 1 回 ) を 開催 (6 月 
月 4 日 、 第 14 回 「 人 金融 庁 ・ 全 米 保険 監督 官 協 会 定期 会 合 」 を 開催 
月 11 日 、 第 60 回 金融 トラ ブル 連絡 調整 協議 会 を 開催 (6 月 8 日 ) 
業者 の 実情 に 応じ た 資金 繰り 支援 等 の 徹底 に つい て 金融 機関 に 要 8 
日 銀 レ ビュ ー | 店 頭 デ リバ ティ ブ 取 引 デ ー タ 等 の 整備 と 活用 | (6 月 
「 拠 点 開 設 サ ポー ト オ フ ィ ス | の 新 オ フィ ス の 開設 (6 月 11 日 ) 

「 投 資 家 と 企業 の 対話 ガイ ドラ イン 」 (改訂 版 ) (6 月 11 日 ) 

「 政 府 機関 ・ 地 方 公共 団体 等 に お ける 業務 で の LINE 利 用 状況 調査 を 踏ま えた 今後 の LINE サ ービス 等 の 利 
用 の 際 の 考え 方 (ガイ ドラ イン ) | の 一 部 改正 (6 月 11 日 ) 

金融 審議 会 「 市 場 制度 ワー キン グ ・ グ ルー プ | (第 11 回 ) を 開催 (6 月 14 日 ) 

企業 会 計 審 議会 監査 部 会 (第 52 回 ) を 開催 (6 月 16 日 ) 

[ 今 す ぐ 現 金 」 「 手 軽 に 現金 ] に ご 注意 くだ さい ! いわ ゆる 後払い (ツケ 払い ) 現金 化 に 要 注 意 

( 6 月 16 日 ) 

6 月 11 日 、 第 60 回 金融 トラ ブル 連絡 調整 協 を 開催 (6 月 

[火災 保険 水 災 料 率 に に 関す る 有識者 懇談 会 ] を 設置 (6 月 
「 サ ステ ナブ ルフ ァ イ ナ ンス 有 語 者 会 議 報 告 書 (6 月 
6 月 15 日 、 日 本 IFIAR ネ ットワーク 第 5 回 総会 を 開催 
EE と 改革 の 革 本 方 針 2021 及び [成長 戦略 実行 計画 ・ 成 長 戦略 フォ ロー アッ プ | を 踏ま え 
こ 兼 業 ・ 副 業 の 普及 ・ 促 進 に つい て 金融 機関 に 発出 (6 月 23 日 ) 

第 46 四 a ・ 第 34 回 金融 分 科 会 合同 会 合 (6 月 25 日 ) 

[資産 運用 業 高度 化 プ ログ レス レポ ー ト 2021| (6 月 25 日 ) 

経済 価値 ベー ス の ソル ベン シー 規制 に 関す る 検討 状況 に 係る 情報 (6 月 
レバ レッ ジ 型 ・ イ ン バ ー ス 型 ETF 等 へ の 投資 に あたっ て の 注意 喚起 (6 月 
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twitter 情 報 発信 
強化 中 ! 








・ Twitter 金融 庁 公 式 ア カウ ント 
https://twitter.com/fsa JAPAN 


・ 本誌 へ の ご 意見 ・ ご 感想 は 以下 の メー ル ア ド レス か ら 
「 金 融 庁 広報 主 内 アク セス FSA 担 当 者 」 苑 に お 送り くだ さい 。 


E-mail : fsa-kouhou@fsa.go.jp 













編集 後記 
7 月 に 入り 新 事 務 年 度 が 始ま り ま し た 。 皆 様 如 何 お 過ごし で し ょ うか ? 


2021 事 務 年 度 最初 の アク セス FSA で は 、 グ ロー バル 化 (拠点 開設 サポ ー ト オフ ィ ス ・GLOPAC) 、 地 方 創 生 
(ちい きん 会 -Tottori-) 、 金 融 リ テラ シー (マネ ー の まな び ) 、 デ ジタル 化 (オン ライ ン 本 人 確認 方 法 Q&A) と 幅 
広い デ テー マ を 取り 上 げ さ せ て 頂く と と も に 、 最 新 の 政策 解説 記事 を 掲載 させ て 頂き まし た 。 


ワク チン の 接種 が 全 世 界 的 に 進展 する に つれ て 、 経 済 活動 が 徐々 に 回 復 す る と と も に 、「 コ ロナ 後 の 世界 は 一 体 
どの よう に な る の だ ろう か ? 」 と 多く の 人 が 推 考 を 重ね て お り ま す が 、 a 
の は 間違い な い の で は な いで し ょ うか 。 引 き 続 き 、 よ り 分 か りや すい 広報 に 努め て 参り ます の で 、 ご 意見 ・ 
等 ご ざい まし た ら 、 上 の アド レス まで メー ル を お 寄せ 頂け る と 幸い で す 。 


金融 庁 広報 室長 境 吉 隆 
編集 ・ 発 行 : 金融 店 広報 室 





